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各地の学窓から 

　
台
湾
で
は
、
従
来
、
労
働
者
が
引
退
し
た

後
の
収
入
と
し
て
、
労
働
者
保
険
の
老
年
給

付
や
企
業
か
ら
の
退
職
金
な
ど
が
あ
っ
た
。

し
か
し
、
す
べ
て
の
企
業
に
退
職
金
制
度
が

設
け
ら
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
か
っ
た
た
め
、

労
働
者
は
引
退
後
の
生
活
資
金
と
し
て
、
自

ら
貯
蓄
し
、
ま
た
は
子
供
か
ら
援
助
を
受
け

る
必
要
が
あ
っ
た
。
そ
こ
で
、
一
九
八
四
年

労
基
法
立
法
の
際
に
、
退
職
金
規
定
が
設
け

ら
れ
る
こ
と
と
な
る
。
法
に
よ
る
と
、
同
じ

使
用
者
の
も
と
で
働
く
勤
続
一
五
年
以
上
の

労
働
者
は
、
定
年
に
な
る
と
使
用
者
に
退
職

金
を
請
求
で
き
る
。
企
業
内
退
職
金
が
法
に

よ
っ
て
義
務
づ
け
ら
れ
る
の
が
、
台
湾
労
基

法
の
特
徴
の
一
つ
で
あ
る
。 

 

し
か
し
、
労
基
法
に
よ
っ
て
、
労
働
者
が

退
職
金
を
必
ず
獲
得
で
き
る
わ
け
で
は
な
い
。

む
し
ろ
ほ
と
ん
ど
の
労
働
者
は
退
職
金
を
獲

得
で
き
な
い
の
が
実
情
で
あ
る
。
そ
れ
は
、

労
働
者
の
転
職
の
頻
繁
さ
に
も
由
来
す
る
が
、

使
用
者
側
の
原
因
に
も
よ
る
。
使
用
者
側
の

原
因
と
し
て
は
、
主
に
二
つ
あ
る
。
一
つ
は
、

台
湾
で
は
、
企
業
の
多
く
が
中
小
企
業
で
あ

り
、
そ
の
平
均
存
続
年
数
が
わ
ず
か
一
三
年

未
満
で
あ
る
こ
と
。
中
小
企
業
に
雇
用
さ
れ

る
労
働
者
が
退
職
金
を
請
求
で
き
る
よ
う
に

な
る
前
に
、
企
業
が
存
在
し
な
い
と
い
う
わ

け
で
あ
る
。
そ
し
て
、
も
う
一
つ
は
、
使
用

者
に
よ
る
解
雇
で
あ
る
。
事
実
、
立
法
当
時
、

国
公
民
営
企
業
を
問
わ
ず
、
使
用
者
は
、
退

職
金
の
支
給
な
ど
の
人
件
費
を
削
減
す
る
た

め
に
、
労
働
者
と
の
雇
用
契
約
（
労
働
契
約
）

を
解
約
し
、
新
た
に
請
負
契
約
や
委
任
契
約

を
締
結
す
る
ケ
ー
ス
が
頻
発
し
た
。
ま
た
、

使
用
者
は
、
退
職
金
の
支
給
を
回
避
す
る
た

め
、
勤
続
一
〇
年
以
上
の
労
働
者
を
違
法
解

雇
す
る
ケ
ー
ス
も
し
ば
し
ば
で
あ
っ
た
。
こ

う
し
て
、
労
働
者
の
多
く
が
労
基
法
上
の
退

職
金
を
獲
得
で
き
な
い
こ
と
に
鑑
み
、
法
制

度
の
改
革
が
焦
眉
の
課
題
と
な
る
。 

 

そ
し
て
こ
の
度
、
労
基
法
上
の
退
職
金
制

度
改
革
は
、
よ
う
や
く
実
現
さ
れ
る
運
び
と

な
っ
た
。
そ
れ
は
、
昨
年
（
二
〇
〇
四
年
）

立
法
化
さ
れ
今
年
七
月
一
日
に
施
行
さ
れ
る
、

「
労
働
者
退
職
金
条
例
」
の
こ
と
で
あ
る
。

条
例
に
よ
る
と
、
使
用
者
は
賃
金
の
六
％
以

上
の
金
額
を
毎
月
拠
出
す
る
こ
と
と
な
り
、

労
働
者
は
一
つ
の
企
業
に
お
い
て
長
く
勤
め

な
く
て
も
、
六
〇
歳
満
了
以
降
、
退
職
年
金

（
ま
た
は
退
職
一
時
金
）
が
支
給
さ
れ
る
こ

と
と
な
る
。
た
だ
し
、
条
例
施
行
後
に
初
め

て
就
職
す
る
新
規
学
卒
者
お
よ
び
転
職
者
は

条
例
が
そ
の
ま
ま
適
用
さ
れ
る
が
、
条
例
施

行
前
か
ら
勤
め
て
い
る
労
働
者
に
つ
い
て
は
、

労
基
法
の
退
職
金
制
度
と
条
例
の
退
職
金
制

度
と
の
い
ず
れ
か
を
自
由
意
志
の
も
と
で
選

択
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
使
用
者
は
自
ら
の
利
益
に
基
づ
き
、
労

働
者
に
制
度
の
選
択
を
示
唆
、
ま
た
は
指
示

し
て
い
る
と
の
噂
が
あ
る
。
ま
た
、
条
例
施

行
を
控
え
、
労
務
の
専
門
家
が
企
業
に
対
し

て
、
人
件
費
節
約
の
た
め
、
労
働
者
の
解
雇
、

派
遣
労
働
者
の
活
用
、
一
方
的
な
賃
金
減
額
、

昇
給
の
見
送
り
な
ど
の
「
退
職
金
対
策
」
を

伝
授
し
て
い
る
と
い
う
。
も
ち
ろ
ん
、
労
働

者
の
忠
誠
心
を
高
め
る
た
め
、
昇
給
な
ど
の

対
策
を
と
る
企
業
も
あ
る
が
、
そ
れ
ほ
ど
多

く
は
な
い
で
あ
ろ
う
。 

 

新
制
度
の
発
足
に
よ
っ
て
、
労
働
者
は
将

来
必
ず
退
職
金
を
手
に
入
れ
る
で
あ
ろ
う
が
、

今
後
し
ば
ら
く
は
労
使
紛
争
が
多
発
す
る
こ

と
も
予
想
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
二
〇
年
間
に

わ
た
る
退
職
金
を
め
ぐ
る
紛
争
で
思
い
至
っ

た
こ
と
が
、
企
業
に
法
令
遵
守
が
望
ま
れ
る

の
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
だ
が
、
国
の
制
度
設

計
に
も
工
夫
が
欲
し
い
、
と
い
う
こ
と
で
あ

る
。 

 

王
　
能
君
（
お
う
・
の
う
く
ん
） 

 

労
働
法
専
攻
。
主
な
著
書
と
し
て
、『
就
業

規
則
判
例
法
理
の
研
究
』（
信
山
社
、
二
〇
〇

三
年
）、
東
京
大
学
労
働
法
研
究
会
編
『
注

釈
労
働
基
準
法（
下
巻
）』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇

三
年
）（
共
著
）
な
ど
多
数
。 

台　北 



52

Business Labor Trend  2005.8

私のこの一冊 

私　の　こ　の　一　冊 

P r o f i l e

伊藤 祐禎 
（いとう・すけさだ） 
アジア連帯委員会（CSA）会長 

大阪大学工学部造船学科卒、1958年住友重機械工業入社、同社労働組合委員長、産別
組織の造船重機労連書記長などを経て、1990～94年同労連委員長。また、93年から
10年以上（2004年2月まで）にわたり、国際労働機関（ILO）の労働側理事を務めた。 

　
私
に
は
、
人
生
が
変
わ
っ
た
と
言
う

よ
う
な
一
冊
の
本
は
な
い
。
し
か
し
濫

読
家
で
あ
っ
た
。
小
中
学
校
の
と
き
は
、

小
中
学
生
む
き
の
全
集
を
夢
中
に
な
っ

て
読
ん
だ
。
高
校
時
代
は
、
運
動
部
に

属
し
て
い
た
た
め
に
、
帰
宅
後
は
、
勉

強
す
る
気
に
も
な
ら
ず
、
戦
前
発
行
の

「
世
界
文
学
全
集
」「
日
本
文
学
全
集
」

な
ど
を
素
読
・
濫
読
し
た
。
こ
の
と
き

に
日
本
・
世
界
の
著
名
な
小
説
の
ほ
と

ん
ど
を
読
ん
だ
。
父
親
か
ら
は
、
若
い

頃
か
ら
難
し
い
本
を
速
読
す
る
癖
が
付

く
と
、
本
の
中
身
を
熟
読
玩
味
す
る
こ

と
が
出
来
な
く
な
る
と
注
意
を
受
け
た
。

そ
れ
で
も
ツ
ル
ゲ
ネ
ー
フ
の
『
父
と
子
』

な
ど
に
感
動
し
た
り
し
て
い
た
。
 

 
成
人
に
な
っ
て
か
ら
は
、
小
説
で
は
、

戦
国
・
江
戸
時
代
、
明
治
維
新
な
ど
を

描
写
し
た
本
を
、
紀
行
文
で
は
、
シ
ル

ク
ロ
ー
ド
、
中
近
東
及
び
地
中
海
諸
国

の
本
を
多
読
し
た
。
三
五
歳
で
、
労
働

組
合
の
委
員
長
に
就
任
し
た
こ
と
も
あ

り
、
指
導
者
の
あ
り
方
を
学
ぶ
べ
く
山

本
七
平
な
ど
の
帝
王
学
に
関
す
る
本
も

読
ん
だ
。
こ
れ
ら
の
本
で
多
く
を
学
ん

だ
。
紀
行
文
関
係
で
は
、
東
西
冷
戦
時

代
の
旧
ソ
連
邦
の
回
教
徒
圏
と
宗
教
の

問
題
を
学
ん
だ
。
ス
タ
ー
リ
ン
で
さ
え
、

宗
教
（
人
間
の
心
）
を
押
さ
え
込
む
こ

と
が
出
来
な
か
っ
た
こ
と
を
知
っ
た
。

こ
れ
ら
の
本
を
濫
読
す
る
中
で
、
国
際

関
係
・
地
政
学
と
宗
教
な
ど
の
課
題
に

つ
い
て
、
関
心
を
持
つ
よ
う
に
な
っ
た
。
 

　
江
戸
時
代
の
小
説
類
か
ら
は
、
江
戸

時
代
の
庶
民
の
識
字
率
の
高
さ
と
社
会

シ
ス
テ
ム
の
合
理
性
に
つ
い
て
驚
嘆
し

た
。
こ
の
財
産
が
あ
っ
て
、
明
治
維
新

の
成
功
と
そ
の
後
の
日
本
の
発
展
が
あ

っ
た
。
明
治
維
新
時
代
、
特
に
司
馬
遼

太
郎
著
の
本
を
多
数
読
ん
だ
。
『
世
に

棲
む
日
々
』『
花
神
』『
坂
の
上
の
雲
』

な
ど
を
系
統
的
に
読
ん
だ
。
多
く
を
学

ん
だ
。
 

 
私
は
、
少
々
読
み
辛
い
本
で
あ
る
が
、

島
田
謹
二
著
・
朝
日
選
書
の
『
ロ
シ
ヤ

に
お
け
る
広
瀬
武
夫
・
上
下
』
を
私
の

一
冊
と
し
て
一
読
を
お
勧
め
し
た
い
。

軍
人
広
瀬
武
夫
は
、
日
露
戦
争
当
時
、

旅
順
港
封
鎖
作
戦
で
戦
死
し
た
。
私
の

子
供
の
と
き
に
は
、
軍
神
広
瀬
中
佐
と

し
て
崇
め
ら
れ
て
い
た
。
こ
の
本
は
、

彼
が
ロ
シ
ア
駐
在
武
官
と
し
て
駐
在
し

て
い
た
と
き
の
帝
政
ロ
シ
ア
の
話
が
中

心
で
あ
る
。
こ
の
本
で
読
み
取
っ
て
欲

し
い
の
は
、
明
治
維
新
後
の
第
二
世
代

の
心
意
気
で
あ
る
。
明
治
維
新
樹
立
者

の
第
一
世
代
も
当
然
評
価
す
べ
き
で
あ

る
が
、
そ
れ
に
次
ぐ
第
二
世
代
の
活
躍

で
、
近
代
日
本
へ
の
展
望
が
開
い
た
こ

と
を
知
っ
た
。
戦
後
六
〇
年
、
戦
後
の

第
一
世
代
、
第
二
世
代
も
消
え
て
行
く
。

第
三
世
代
の
現
在
の
若
者
が
、
こ
の
本

を
読
ん
で
、
そ
の
当
時
の
若
者
の
心
を

汲
み
取
っ
て
欲
し
い
。
ま
た
帝
政
ロ
シ

ア
の
外
交
政
策
と
、
共
産
政
権
・
旧
ソ

連
邦
及
び
現
代
の
ロ
シ
ア
の
外
交
政
策

と
の
一
貫
性
が
理
解
で
き
る
。
過
去
を

学
び
現
代
に
生
か
す
こ
と
が
求
め
ら
れ

る
。
そ
の
意
味
で
、
こ
の
本
を
私
の
一

冊
と
し
て
推
薦
し
た
い
。
 

『ロシヤにおける広瀬武夫・上下』 
島田謹二著  
朝日選書　 



6月の主な受け入れ図書 

開館時間：9:30～17:00 
休　館　日：土曜日、日曜日、国民の祝日、年末年始（12月28日～１月４日）、その他 
電話番号：03(5991)5032／FAX：03(5991)5659 
利用資格：閲覧はどなたでも自由にできます 
貸　　出：和書・洋書とも２週間、５冊までです 
※身分証明書（運転免許証、健康保険証など）をお持ちください 
レファレンスサービス：図書資料の所在調査などのサービスを行っています 

　当図書館は、社会科学関係書を中心に和書97,000冊、洋書25,000冊、和洋の製本雑誌20,000冊を所蔵している労働関係の専門図書館です。 
　労働関係の分野には、労働法、労働経済、労働運動、雇用職業、女性労働、パート派遣、高齢者労働、障害者労働、外国人労働、社会福祉など
があり、これらで、蔵書の半数以上を占めています。この他にも、経済書をはじめ経営学、心理学、教育学、社会学など関係分野に及んでいます。また、
和雑誌（490種）、洋雑誌（220種）、紀要（450種）、組合機関誌・紙についても、受け入れています。 
　特色としては、厚生労働省をはじめとする官公庁発
行の統計類などの逐次刊行物、日本経団連など経

営者団体の刊行物や民間研究団体刊行物、社史があり、労働組合に関しては、
労働運動史、ナショナルセンターや産業別組合の大会資料などを継続的に収
集しています。洋書については、特にILO（国際労働機関）総会の議事録や
OECD（経済協力開発機構）の刊行物、各国政府の労働統計書などを収集し
て閲覧に供しています。特殊コレクションは、戦前・戦後を通して労働組合の歴
史的に貴重な原資料を収集、保管しています。 

ご案内 

労働図書館（資料センター） 
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図書館だより 

図書館だより 

①中村圭介他編『ホワイトカラーの仕事と成果』東洋経済新報社（ix+282頁,A5判） 
ホワイトカラーの仕事とはなにか。ゴールドカラー、グレイカラーという言葉もあって意外と判然としない。ホ
ワイトカラーの生産性や成果主義が議論されているが、著者たちは、「管理」を切り口にその実体に迫ろうとし
ている。それが成功しているか疑問はあるが、ホワイトカラーの仕事研究の重要な端緒であることは間違いない。 

④月刊進路指導編集部編『私の仕事』実業之日本社（414頁,B6判） 
「65人の職業人（プロ）の足跡」との副題がついている本書は、５年半にわたって『月刊進路指導』に連載さ
れた各界の著名人の「私の選んだ道」を６章に編集したものである。日本には３万とも言われる職業があるが、
それぞれの人が仕事を決めたいきさつも千姿万態である。人生いろいろ、仕事の決め方もいろいろなのである。 

②松繁寿和他編著『人事の経済分析』ミネルヴァ書房（vi+271頁,A5判） 
大学を卒業してある企業に就職し、その企業で定年を迎える人は２割位でしかないと言う。本書が主張するよ
うに、マラソン型競争メカニズムからコースアウトする人が大半なのである。人事制度を職務、職位、賃金の
配分ととらえたとき、労使ともに納得する組み合わせとはどのようなものなのか。個々の企業ごとの模索は続く。 

⑤宮地光子監修『「公序良俗」に負けなかった女たち』明石書店（536頁,B6判） 
住友電工、住友化学の男女賃金差別裁判を扱った本書は、本文477頁の大著である。「憲法違反ではあるが
公序良俗違反ではない」との一審判決をくつがえすために裁判闘争を闘った記録は、まだ性別役割分担意識
が広範に存在することと、女性たちの血と涙なしには男女平等は根づかない悲しい現実を明らかにしている。 

③稲継裕昭著『公務員給与序説』有斐閣（vi+220頁,A5判） 
巷間、公務員給与が話題に上ることが多い。優秀な公務員の募集、財源、社会的・倫理的な考慮の必要性な
どの諸条件を満たす公務員給与とはいかなるものなのか。日本の公務員の国際的位置付けに加えて、本書で
分析されているように、歴史的経緯も確認しておく必要がある。公務労働の需給双方の納得を得るためである。 

⑥森ます美著『日本の性差別賃金』有斐閣（x+332頁,A5判） 
日本の男女間賃金格差が大きいことはよく知られているが、その改善のテンポが韓国やアメリカに比べてさえ
も遅いとは驚きである。同一価値労働同一賃金は自明であり、理由なく男女間に職種、就業形態に違いがあれ
ば改善を図るのは当然である。本書はその当然の行為も可能性を分析しなければならないことを示している。 

⑦福西淳著『地域社会での定住外国人支援』明石書店（253頁,B6判） 
⑧尾西正美著『日本式人事・労務管理の栄枯盛衰』学文社（302頁,B6判） 
⑨塚田広人編著『雇用構造の変化と政労使の課題』成文堂（253頁,A5判） 
⑩高沢武司著『福祉パラダイムの危機と転換』中央法規（vii+222頁,A5判） 
⑪小杉礼子編『フリーターとニート』勁草書房（viii+216頁,B6判） 

⑫居神浩他著『大卒フリーター問題を考える』ミネルヴァ書房（ix+298頁,A5判） 
⑬辻村みよ子他編『日本の男女共同参画政策』東北大学出版会（iv+388頁,A5判） 
⑭神谷治美他著『女性の自立とエンパワーメント』ミネルヴァ書房（vi+239頁,A5判） 
⑮面地豊著『労働時間をめぐる歴史と現在』千倉書房（v+154頁,A5判） 
⑯久本憲夫他編『企業が割れる！電機産業に何がおこったか』日本評論社（205頁,A5判） 

（新着受け入れ図書の詳細は、当機構ホームページの「労働図書館」内「新着図書情報」をご覧ください） 
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次号予告 

7月号●企業再編、Ｍ＆Ａと労働問題―雇用、労使関係上の課題 
 有識者 アンケート　企業買収と従業員―雇用慣行へのインパクト 
 　　稲上毅　落合誠一　小佐野広　鈴木不二一　 ロナルド・ドーア 
 　　濱口桂一郎　 日向野幹也　柳川範之　吉原和志 
　座談会　労使関係からみた企業再編・買収をめぐる法制度の課題 
　　　徳住堅治・日本労働弁護団副会長、加茂善仁・経営法曹会議常任幹事 
　企業買収関連制度変更に伴う日本型コーポレート・ガバナンスの論点 
　企業組織再編のための制度整備と雇用・労働契約 
 
6月号●ホワイトカラーの働き方―長時間労働の背景と課題を考える 
 ホワイトカラーにおける残業（超過労働）の理由と影響 
 　　 ＪＩＬＰＴアシスタントフェロー　藤本隆史 
 ホワイトカラーのサービス残業―職種、業種、年齢などで大きなバラツキ 
 　　 ＪＩＬＰＴ副主任研究員　小倉一哉 
　ＮＥＣのホワイトカラーの労働時間管理　調査部 
　2005年度版・図表で見る電機労働者の生活白書より　電機連合労働調査部・斉藤千秋 
　アメリカ、ＥＵにおけるワークライフバランス　国際研究部 
　諸外国のホワイトカラー労働者に係わる労働時間法制に関する調査研究 
 
5月号●日本人の仕事観、生活観―勤労意識はどう変化したか 
 JILPT “日本人の仕事観”定点観測「第4回勤労生活に関する調査」結果から 
 座談会　成果主義、雇用流動化が与えた勤労意識への影響 
 　　田島恵一 ・全国一般書記長、奥谷禮子・ザ・アール社長、今田幸子・統括研究員 
 インタビュー　勤労者意識の変化と将来像　山田昌弘・東京学芸大学教授に聞く 
 所得格差 の拡大と不安意識の高まり　JILPT研究員　勇上和史 
　景気回復期における勤労者意識の変化について 
　　　連合総合生活開発研究所　研究員　川島千裕 
　消費マインドの10年変化と働く環境からの影響力 
　　　電通消費者研究センター　研究員　窪田剛士 
 
4月号●特集・地域の強みを生かした雇用創出―動き出した自発的な「地域再生」 
 地域雇用政策 の現状と課題　ＪＩＬＰＴ研究員　勇上和史 
 地域 の失業率と就業率を「都市雇用圏」で見た場合　ＪＩＬＰＴ研究員　周燕飛 
 就業 を通じた地域活性化の取り組み―地域再生計画を中心に　調査部　遠藤彰 
 雇用創出 のビジョンづくりが課題　ＪＩＬＰＴ主任研究員　渡邊博顕 
 ドイツ、米国のバイオクラスターと雇用創出　主任調査員　横田裕子 
 
3月号●特集・成果主義がもたらしたもの－『失われた１０年』の賃金制度改革 
2月号●拡大する製造現場の請負・派遣―外部人材の活用とその影響 
1月号●パートと正社員の均衡処遇―新たな潮流と課題 

バックナンバー 

ビジネス・レーバー・トレンド　Business Labor Trend　〈9月号特集予告〉 
 

労働契約法制の展望と課題（仮） 
■特集内容 
労働政策フォーラム「今後の労働契約法制に期待すること」から 
〈基調講演〉菅野和夫明治大学法科大学院教授 
〈パネルディスカッション〉荒木尚志・東京大学教授、鴨田哲郎・弁護士、草野忠義・連合事務局長、 
　　　　小島浩・ＩＢＭアジア・パシフィック 人事担当ディレクター、中町誠・弁護士、若林誠一・ＮＨＫ解説委員　 
　　　　〈コーディネーター〉土田道夫・同志社大学教授 
労働契約をめぐる実態に関する調査　調査部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など 
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編集後記 

　内閣府の法人企業景気予測調査（６月末）では、

従業員数の判断について、大手・中小とも「不足気

味」が多数となるなど、雇用の改善は広がりをみせ

ています。今回の特集で訪れた取材先でも「大手の

雇用調整は減った。リストラ・倒産・解雇は出尽く

した感じだ」との実感をお持ちでした。 

 とはいえ、中高年の離職者にとって、再就職の環

境が大きく好転したわけではなさそうです。まず、

年齢の壁。年齢不問の求人拡大を指導強化したこと

もあり、不問求人数は、3年前の1％台から昨年は

求人数の4分の1を占めるまでに急拡大しています。

しかし、面接にいたらず、書類選考で選別されるケ

ースも数多く、年齢のハードルは、依然高いのが実

情のようです。それから、求職側の問題ですが、前

職や企業規模にこだわりすぎ、求人条件とミスマッ

チをきたすケースが、依然多いといいます。 

 これらは、従来から指摘されてきた中高年の再就

職を困難にしている要因の代表格ですが、最近大き

なネックになっているのが、契約形態のようです。

いわゆる期間の定めのない契約ではない、派遣や契

約社員といった求人が、激増しており、それが求人

数増の大きな部分を占めているからです。 

 終身雇用前提で職業生活を送ってきた中高年にと

って、求人条件が有期雇用の場合、二の足を踏むこ

とは当然といえます。一方、企業も厳しい不況下で、

リストラを断行してきた経験を踏まえると、即戦力

はほしいが、期間の定めのない契約には、二の足を

踏まざるを得なくなります。 

 求人数という量的な拡大は確かに確認できるもの

の、質に目を転じると、バブル経済崩壊前に比べて、

その様相は大きな変わりました。労働契約の形態が

大きく変化するなか、どのような法整備が求められ

るかは、次号の特集テーマとさせていただきます。 

（ＮＯ） 

読者アンケートのお願い 

 アンケートをお送りいただいた方に、p.10

に広告掲載している、「データブック国際比較

500」か「2005年ユースフル労働統計―労

働統計加工指標集」のいずれかを進呈いたしま

す。アンケートへのご協力よろしくお願いいた

します。 


